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平成２３年度事業報告（要約版） 

Ⅰ．総括的概要  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅱ．事項別状況 

１．定款および規約等  

(1)定款の変更     今年度はなし 

(2)規約の新設・改定 

  ①鳥取商工会議所災害復旧事業等に係る特別会費規約の設定 

＊災害やその他緊急事態が発生した際の義援金募金の税法上の対応を考慮し、特別会費

に関する事項を設定する。 
②使用料・手数料規約の一部改正 

＊冷暖房使用料、土日祝祭日の大会議室の割増料金の改正、会議室の予約受付等を実態

に即して変更する。 
(3)規定・規則の新設・改定 

①給与規程の廃止・給与規則と給与規則の施行に関する規程の設定 

＊日商の「準則」を参考に規定を整備するとともに、給与規則の施行規程を制定して、

手続規程をこれに移して運用の細部を定め、適正な財務事務の執行を図る。 
②臨時職員就業規則の改正 
＊日商の「準則」を参考に規定を整備し、臨時職員の就業に関し不適当な条項を整理し

必要な事項を明確に定める。 

③給与規則の一部改正 

＊給与計算期間の中途において就職、離職、復職した者に対する給与について、現行の計算

式では問題が発生するため、これを解決するため改正する。 

 

２．組 織  

(1)会員の状況 

①会員数：年度末 ２，２２８会員 （前年度末 ２，３０３会員） 

 平成２３年度(入会)５８事業所、同年度(退会)１３３事業所  →(減少)７５事業所 

  ＊前年度より、減少数が増加、依然、廃業・倒産等に歯止めがかからず。 

平成２３年度の我が国経済は、未曾有の被害をもたらした東日本大震災と原発事故、台風

による集中豪雨、タイの洪水など様々な苦難が襲った。また、歴史的な円高と長引くデフレ、

欧州の債務危機や欧米先進国の景気回復の遅れなど、日本経済界にとって非常に厳しい一年

であった。鳥取経済もその例外ではなく、年度末近くには、昭和４０年初頭に工場進出し、

その後四十有余年、地域経済の牽引役として生産・雇用に貢献してきた家電メーカーが、国

内最大級の“総合家電メーカー”に資本統合されるなど、厳しく寂しい状況が発生した。 

 そうした中で、平成２３年度鳥取商工会議所としては、「厳しい時代を乗り越え、果敢に

チャレンジ！！－企業の存続発展と、地域経済活性化の基盤づくり－」を基本方針に据え、

諸事業を展開した。 
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②部 会：建設部会４６７（前年４９５）会員、工業部会２８９（同２９０）会員、流通

部会６０９（同６４４）会員、金融部会６３（同６３）会員、観光・交通部会３５２（同

３６３）会員、サービス部会４４８（同４３８）会員 

③委員会：常設委員会１委員会（運営委員会） 
特別委員会６委員会 全委員会委員の総数４８人 
 （政策委員会、財政問題小委員会は未稼働） 

(2)特別会員：年度末８６会員 （昨年度末７７会員） 

    ＊新鳥取市、岩美郡、八頭郡、その他の会員 

(3)特定商工業者：年度末１，７０４社（会員１，３６４、非会員３４０） 

＊（要件）資本金３００万円以上、又は従業員２０人（商業・サービス５人）以上の

法人、及び個人。 

(4)役 員  

会頭１名、副会頭３名、専務理事１名、常議員３４名（欠員１）、監事３名、理事１名 

 

(5)議 員  

 1号議員５０名、2号議員３５名、3号議員１５名 

     

 (6)年度末現在の正副部会長、(7)委員長及び委員、(8)顧問・相談役・名誉会頭・名 

誉副会頭・名誉議員・参与議員 

 

３．選挙および選任  

今年度はなし 

 
４．事務局  

(1)事務局の機構：総務企画部９名（前年１０名）、中小企業振興部１２名（前年１２名） 

 
５．庶 務 

(1)文 書  発信約２，８００件、受信約３，０００件 

(2)表彰等 

 ①鳥取商工会議所会頭表彰 

英 義人氏（9年）、潮 巽市氏（25年）、勝原 毅氏（25年）、嶋田耕一氏（9年）、田

中博美氏（9年）、濱上正夫氏（9年）、光浪房夫氏（9年）、池上博行氏（9年）、谷本光

正氏（25年）、常田孝氏（9年）、山田敏博氏（9年）、和田敏宏氏（9年） 

②第６３回会員事業所優良従業員表彰 

特別功労４名、特別表彰（30年以上）２３名、一般表彰（10年以上）７２名 

③鳥取市長表彰（産業振興功労） 

   藤本英興氏（常議員）、嶋田耕一氏（常議員） 

(3)慶 事  

 (4)弔 事  
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６．会 議  

(1)通常総会   １回、臨時総会：１回（議案及び議事概要は記載のとおり） 

 (2)常議員会：４回 

 (3)監 事 会：１回 

 (4)部会活動  

①建設部会   総会、常任委員会、講演会・意見交換会、調査協力等  ７回 

②工業部会   総会、視察研修、大学訪問、関西圏との交流事業等  ８回 

③観光交通部会 総会、常任委員会、セミナー、視察研修、県外交流会等  ９回 

④流通部会   総会、常任委員会、講演会、県外先進地視察研修・意見交換等  ７回 

⑤金融部会   総会、セミナー等  ４回 

⑥サービス部会 総会、常任委員会、セミナー等  ５回  それぞれ開催した。 

(5)委員会  

①運営委員会 １０回（商工会議所の運営全般について協議） 

②環境対策委員会  検討委員会、県外視察研修等  ５回 

③新事業開発委員会   ほんまちクラブ  ２回 

④観光戦略特別委員会  委員会・山陰海岸ジオパーク視察研修会・企画小委員会・砂丘

小委員会・広域小委員会・県外交流会等  １０回 

(6)まちづくり推進事業 

①若桜街道商店街活性化コンセンサス形成事業 

②駅前商店街エリア活性化検討委員会（６回）、サンロード賑わい部会（７回）、 

駅前太平線部会（７回） 

③イベント開催事業  パレットとっとり市民交流ホール（１５自主企画イベント） 

④商店街イベント支援事業 

  （来夢来人にぎわいツリー、七夕まつり、いなばのお袋市、太平線写メワールド、 

鹿野街道まつり、城下町はなはな鳥取回廊、二階町通り音と物づくりのまつり） 

⑤賑わい創出事業等各種審査会  ５回 

⑥チャレンジショップ支援事業 
運営協議会 ３回、専門家・講師による勉強会 ５回 
⑦とっとりまちおこし隊  まちづくり活動団体２団体を審査 
(7)その他の会議  

  ①会頭・副会頭会議  １８回（商工会議所運営に関する諸事業の協議） 

  ②鳥取市・鳥取商工会議所定期懇談会  １回 

  ③鳥取市議会議員・鳥取商工会議所懇談会  本年度は開催なし 

  ④市小口融資審査会１２回 

申込件数  ８７件（昨年１２２件） 

決  定  ８４件（昨年１１９件） 

  ⑤小企業等経営改善資金審査会（マル経）９回（昨年６回） 

   申込件数  ３５件（昨年２１件） 

決  定  ３５件（昨年２１件） 
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７．事 業 

(1)各種事業活動：会員共済事業 

①わかとり共済：加入件数２，３４６件（昨年２，３７１件）  昨年より減２５件 

②特定退職金共済：加入件数１，４７７件（昨年１，５０１件） 昨年より減２４件 

③個人保険：加入件数１，３５０件（昨年１，３５９件）    昨年より減９件 

④経営者年金共済：加入件数１６件（昨年１７件）       昨年より減１件 

   ※わかとり共済キャンペーンを実施、個人保険は減少となった。 

(2)意見活動 

  ①23.9.9 鳥取県最低賃金の改正に関する異議申出  （鳥取労働局森田啓司局長） 

  ②23.9.22 三洋電機㈱への要望   （三洋電機㈱佐野精一郎社長） 

  ③23.9.22 パナソニック㈱への要望   （パナソニック㈱大坪文雄社長） 

  ④23.10.12 第三次補正予算の活用による鳥取県内の雇用の受け皿の確保について要望 

              （鳥取労働局森田敬司局長、鳥取県平井伸治知事） 

  ⑤23.10.21 三洋電機㈱への要望   （三洋電機㈱佐野精一郎社長） 

  ⑥23.12.6 三洋電機㈱への要望   （三洋電機㈱佐野精一郎社長） 

⑦23.12.6 パナソニック㈱への要望   （パナソニック㈱大坪文雄社長） 

  ⑧24.2.17 三洋電機㈱への要望   （三洋電機㈱佐野精一郎社長） 

   ※要望等の結果はそれぞれ記載のとおり 

  （要望書の受理） 

  ①新規高等学校卒業予定者の求人要請について  １件 

(3)調査研究  

ＬＯＢＯ調査（８組合）、中小企業景況調査（５業種３０社）、県連景況調査の調査（県

内１５０社）  延べ２０回／（年間）調査実施 

 (4)広 報 

鳥取商工会議所報 ２，７００部  毎月１５日頃発行 

   ホームページによる商工会議所活動紹介 3000ﾍﾟｰｼﾞﾋﾞｭｰ／月 

(5)証明、鑑定、検査 

貿易関係証明１７４件（昨年：１５０件）、国内取引関係証明７４件（昨年：３５件） 

   鑑定・検査 なし 

(6)信用調査   ５件（昨年５件） 

(7)各種行事  

①講演会、講習会：創業塾、日商簿記検定受験対策講座など実施 

②個別相談会 

・「定例金融相談会」 毎月第３火曜日開催 （年間１２回） 

・「特許相談」 毎月第３火曜日（１２回開催）（２４件相談） 

・「決算・確定申告相談」（１６８件） 
③その他会議・懇談会  １０９回出席・参加 
④視察、出張、調査団等派遣  ５７件派遣、来訪（挨拶・表敬訪問）  ５９件 
⑤社会福祉事業  護衛艦「はまゆき」入港歓迎行事・夕食会ほか ５件 
⑥商工観光振興事業  わらべ館リニューアルオープン式典ほか ５２件参加及び開催 
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⑦後援事業  ふるさと鳥取桜まつりほか ２７事業への後援、共催 
⑧協賛事業  第５０回鳥取市民美術展覧会ほか６事業へ協賛 
⑨その他特筆事項：鳥取県版環境管理システム（TEAS）の実践。 

 (8)技術技能の普及  

①珠 算：受験者２０３人、合格者 ７６人 （前年度：受験２００人、合格７４人） 

②簿 記：受験者７１７人、合格者３１６人 （前年度：受験７１１人、合格２５５人） 

③販売士：受験者１１９人、合格者 ５６人（前年度：受験１１３人、合格６７人） 

④福祉住環境コーディネーター：受験者４９人、合格者２５人 

（前年度：受験８７人、合格４３人） 

⑤環境社会（eco）：受験者１０９人、合格者７９人 

             （前年度：受験１２９人、合格７７人） 

⑥ネット検定： 

   ・「電子会計」：受験者１５人、合格者９人 

（前年度：受験２７人、合格２５人） 

・「ＰＣ検定」：受験者２１、合格者１８人（前年度：受験９人、合格７人） 

・「ビジネス英語」：受験者１人、合格者１人（前年度：受験１人、合格１人） 

(9)経営改善普及事業 

  ①巡回・窓口・創業支援 

   ＊巡回支援件数  ：２，３２７件（前年度２，１３１件） 

   ＊窓口支援件数  ：２，６５７件（前年度３，２６３件） 

   ＊創業支援件数  ：１２７件  （前年度１５０件） 

   ＊創業に至った件数：７６件 

  ②講習会等の開催による指導 

   ＊集団支援人数：６８３人 （前年度５１２人） 

   ＊個別支援人数：２４４人 （前年度２５６人） 

  ③金融斡旋 

   ＊日本政策金融公庫国民生活事業分：５３件（前年度３５件） 

   ＊その他分：７０５件 （前年度７４８件） ＊県制度融資等含む 

      斡旋総額：９２億８，２３７万円  貸付総額：９２億８，２３７万円 

     （昨年実績：７８億７，７０４円  貸付総額：７８億５，４３４万円） 

  ④事務代行：１，００２件 （昨年１，０２２件） 

  ⑤法律認定企業等 

   ＊中小企業新事業活用促進法： 

指導回数２３８回（前年度２０２回）、認定企業数９件（前年度５件） 

   ＊雇用創出：経営革新：２７人、創業１５２人 

  ⑥青年部・女性会指導及び活動推進事業 

    ・理事会、月例会、研修会等 

  ⑦倒産防止特別相談事業 

   ＊指導件数：５件（前年度８件） 
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８．登 録  

(1)法廷台帳  １，７７６名  法規に基づき管理・運営につとめた。 

(2)任意台帳  ２，３０３名   

 

９．会館・事務所等  

 (ｱ)会館の状況 

  (1)土地 ２，２０７．５１㎡（本町3-201） １，８９９．０９㎡（本町3-102） 

 ※但し、県信用保証協会分３３７㎡を含む 

(2)建物 総合計４，５０１．２２㎡ 

   ・鉄骨造 地上５階 延４，５０１．２２㎡ 平成２０年１２月１０日竣工 

※但し、県信用保証協会 ７７０．４９㎡を区分所有 

・駐車場倉庫  ７９．２㎡ 

・駐車場守衛室  ９．９㎡ 

総合計  ４，５９０．３４㎡ 

 

 

 

 

 

 


